

























































Ⅲ－ 1　昭和 49 年度～平成 3年度（大学設置
基準の大綱化前）


























表 1　学生定員，単位数（昭和 49～ 59年度）






























































表 4　学生定員，単位数（平成 8～ 11年度）






講　　　　　　義 毎週 1.5時間 10週＝1単位
演　　　　　　習 毎週 1.5時間 10週＝1単位
（第 1外国語及び第 2外国語は，毎週 3時間 10
週＝1単位）





















































ののほか，1年次の第 1学期及び 4年次の第 3
学期に集中して実施した。




























































図 1 共通科目「体育」の履修方法（昭和 49
～平成元年度）






　図 4は，平成 10年から平成 22年までの体育
の履修方法を示したものである。
　1年次の「健康・体力づくり」実習は，各授



















図 3　共通科目「体育」の履修方法（平成 4～平成 9年度）






































































































































































































































































































　平成 14年度は 4.7～ 5.0，平成 15年度は 
5.0～ 5.3であり，特に「総合的に評価して，私
が受けた体育の授業に満足している。」は，平成















の項目は 14年度 92.2％，15年度 96.0％，1．
の項目は 14年度 91.6％，15年度 93.7％，②
の項目は，14年度86.9％，15年度92.9％になる）
Ⅴ－ 2　第三者評価報告（外部評価）
　体育センターでは平成7年，松井秀治（スポー
ツ医・科学研究所所長）委員長以下 6名の委
員からなる「筑波大学体育センター外部評価委
員会」を組織し，1）体育センターの教育理念，
事業目的は妥当であるか。2）その理念・目的
の実現のために，教育活動の状況，組織運営の
実態は適切であるかどうか。3）現状，実態に
照らして，今後どのような改善をすべきか。と
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いう 3点を諮問事項として，学内の他の教育組
織やセンターに先がけて外部評価を実施し，次
のような提言を受けた。（筑波大学体育センター
外部評価報告書：筑波大学体育センター外部評
価委員会，平成 8年 3月）
1）大学体育教育のさらなる充実
　時代的，社会的要請に応え得る目標をかかげ，
学生のニーズを考慮した多様な授業科目を開設
してきており，これまでの共通科目「体育」の
成果は評価できる。しかし，これからは大学体
育独自の理念・目的，内容をいっそう明確にし
ていくべきである。具体的には，学生の知的関
心に十分働きかけうる講義，演習をより多くと
り入れること，新たに開設した自由科目「体育」
の性格を明らかにしてその充実に努めることが
必要である。
2）体育施設の改善とそのための財源確保
　多様な施設を有効に活用するとともに，その
管理運営に努力されていることは評価できる。
しかし，使用頻度が高く施設の損傷，老朽化は
避け難く，計画的な整備，改修が急務であり，
そのための財源の確保が求められている。今後
は，学内の体育施設が乏しい地区（中央および
西地区）への重点配備，シャワー，風呂，ト
レーニングルームの設置などの質的向上，さら
には，大学および地域住民がスポーツ交流をは
かるのにふさわしい施設の整備（例，大学スタ
ジアム）考慮されるべきである。
3）専門性を活かした各種サービスの充実
　公開講座の開設，課外活動への支援，学生や
教職員への健康・体力に関する指導など，学内
外に多くの有意義なサービスを提供しているこ
とは評価できる。今後は，多分野の研究者を抱
える利点を活用し，より専門性の高い各種サー
ビスの充実にいっそう取り組んでいくことが望
まれる。
4）調査研究活動のいっそうの推進
　大学体育のあり方，教育方法，教育効果の評
価などの問題に関する調査研究を，長期にわ
たって共同で進めながら自己研鑽に努め，その
成果をさまざまな事業にフィードバックさせる
とともに，各種の啓蒙活動に努めてきたことは
十分評価できる。今後は，研究の対象をさらに
「体育の学術としての理念」にまで求め，外部
の研究者と協力して，いっそう学際的，総合的
な調査研究を推進すべきである。
5）スポーツクリニック活動の充実
　保健管理センターと共同してスポーツクリ
ニックを推進し，有効に機能していることは，
総合大学の利点を活かした活動として高く評価
できる。今後は専門分野の研究者，指導者，病
院などとの協力関係を整えて，現行の活動のさ
らなる充実をはかるべきである。
6）人的交流の促進
　今後は他の教育・研究組織，センターとの協
調体制，人的交流をいっそう深めることが必要
である。また，人事においては，より広く人材
を求めるべきである。
7）情報の公開・発信
　体育センターが教育活動，体育事業に果たし
てきた役割や大学体育に関する調査研究の成果
は，学外はもちろんのこと，学内においてもあ
まり知られていない。今後は，体育専門学群を
はじめとする学内の各組織へ，さらには全国の
大学体育関係者にも広く情報を公開・発信して
その成果を問うべきである。
Ⅵ　おわりに
　「本学は，変動する現代社会に不断に対応し
つつ，国際性豊かにして，かつ，多様性と柔軟
性とを持った新しい教育・研究の機能及び運営
の組織を開発する」と筑波大学の理念を掲げて
おり，この先多くの改革が行われると思われ
る。そのような時にいささかでも温故知新の資
料となってくれたら幸甚である。
　最後に，体育センター教員として 30年間，
多くの教員，事務職員の皆様のご指導，ご協力
によって，自分自身が成長できたことに感謝い
たします。
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